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札幌医科大学　医療人育成センター紀要　13～19（2010） 特集医療人育成センター発足
「教育センター設置」に係る報告書
教育センター設置検討委員会
　札幌医科大学医療人育成センターが発足される基礎となった、学内での設置検討員会である教育センター設置
検討委員会が、平成19年9月が提出した報告書を、本誌創刊号に再録する。
はじめに
1　最近の大学教育の状況
　大学を取り巻く社会状況の多様化並びに国立・他の
公立大学の教育環境も、少子高齢化社会の著しい進行
に伴い大学間競争が激化しているため、一層の大学の
活性化と魅力ある大学づくりが求められている。
2　社会及び学生のニーズ
　産学連携への動きや高齢化社会に対応した保健・医
療・福祉へのニーズ並びに学生のニーズに合った対応、
具体的には入試対応、教養・専門教育におけるカリキュ
ラム等の充実を図るなど、大学の役割は益々重要と
なっている。
3　本学の理念と責務
（1）本学は、本年4月から法人としてスタートし、各
　　種GPが採択され、道内3医育大学との医学部
　　及び大学院生単位互換の調印が行われるなど
　　種々、教育・研究・診療面で活性化に努めている。
　　また、入試制度による新規の特別推薦選抜5名
　　並びに入学定員5名広などに伴う地域医療対応
　　の検討も行われており、今後さらに上記1．2の動
　　きも踏まえながら、本学の建学の精神及び理念に
　　も沿う「地域の保健・医療・福祉を担うなど、地
　　域社会に貢献できる優秀な医療人を育成する」た
　　めの具体的対応が求められている。
（2）学生支援体制の一層の充実を図るため、教職員の
　　質の向上並びに教職員配置見直しなど教育環境の
　　整備充実に一層努めるとともに、卒前・卒後一貫
　　教育、臨床実習と臨床研修の接続強化並びに一時
　　休職した医療人の復帰対策を行うなど、公立大学
　　かつ法人として先進的な取り組みにより全国にア
　　ピールする必要・責務がある。
4　本学の現状・課題
　上記状況の中において、本学においては、現在、入
試対応、両学部共通教育の充実、各種GP、　FD・
OSCE・CBT等の具体的対応について検討・改善が
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急務な状態となっている。
検討経過
そこで、
1　入試、共通教育及び各種GPなど、全学的見地か
　らの取り組みが必要な事項について、その企画立案
や円滑な実施を図るとともに、これらの取り組みを
検証し、改善方策の検討を行うことなどを目的とす
る「教育センター（仮称）設置検討委員会」で検討
　を行うこととした。
2　平成19年6月20日に第1回委員会を開催して
以降、この間8回にわたり委員会を開催してきた。
3　「教育センター（仮称）の設置」については、本
年1月から2Aにかけた「教育センター検討ワー
キンググループ」による検討や学長の設置に向けた
強い意向、さらに法人の中期計画に盛り込まれてい
　る課題であるなどを背景として、できる限り早い時
期に実現することを念頭に議論が重ねられてきた。
●　検討骨子
　　主要な検討テーマは、本学の理念に沿った人材を
　確保するために、
　1「入学者選抜のあり方の中・長期的ビジョンは如
　　何にあるべきか」
　2「医学部・保健医療学部共通の一般教育を一層充
　　実させ、効率的・効果的に実践するため
　の方策について」
　3「大学を取り巻く全国的な流れの中でFDや各種
　　GPの推進、　OSCEやCBTなど高等教育機能を
　　如何に充実・改善していくか」
　4「これらを実践していくための組織の体制、特に
　　専任教員及び兼任教員と事務局との連携が如何に
　　あるべきか」であった。
検討結果について、以下に報告する。
教育センター設置検：討委員会
●　「教育センター（仮称）設置検討委員会」構成員
　　　　医学部
副学部長　　　黒木由夫　教授＊
副病院長　　　塚本泰司　教授
英語　　　　　森岡　伸　教授
物理学　　　　高田　純　教授
微生物学　　　藤井高羽　教授
法医学　　　　松本博志　教授
神経内科学　　下士　俊　教授
外科学第二　　樋上哲哉　教授
保健医療学部
副学部長　　　傳野　隆一
看護学科長　　稲葉　佳江
一般教育科　　松嶋　範男
理学療法学科　小塚　直樹
作業療法学科　仙石　泰仁
（＊委員長）
教授
教授
教授
教授
教授
●　検討結果
第1　【名称】『医療人育成センター』
【理念】
　教養教育と専門教育（医学・保健医療学）の有機的
連携のもと、高度な医療技術を有し、かつ、高い医療
倫理と教養を備えた人間性豊かな医療人を育成すると
ともに、本学の理念に沿った入学者選抜を行い、教養・
基礎・臨床の学部教育と卒病教育の一貫教育に重点を
置いたプログラムを作成し、教育関連GPに関するこ
とから学生・教職員の質的向上並びに教材開発などを
図るための方策を研究する。
　本センターは、本学における医学・保健医療学教育
のシンクタンクとして、指導的役割を担い、本道にお
ける地域医療等に貢献する医療人の育成を目指すもの
である。（参照：図1）
第2　【組織】
　医療人育成センターは、教育研究評議会に直結した
組織として位置付けし、本学における教育組織（医学
部、保健医療学部及び大学院）に対して、指導課役割
を担う（参照：図2）。
　センターには次の3部門を置く。
　　1　入学者選抜企画研究部（通称：入試センター）
　　2　教養教育研究部
　　3　教育開発研究部
　センターには、専任教員を配置し、独立した教授会
を設置して、本学における教育に関連する重要事項の
審議を行う。専任教員として、入学者選抜企画研究部
2名（うち教授1名）、教養i教育研究部27名（現・両
学部一般教育専任教員：うち教授9名）、教育開発研
究部5名（うち教授2名）を配置することが望ましい。
そのうち、臨床教育（卒前臨床実習と卒後臨床研修）
においては、教育の場が附属病院であるので、既存の
臨床研修センター内に専任教員を配置し、臨床研修セ
ンター長及びその専任教員が兼任して業務を担当す
る。
　また、医学部・保健医療学部における専門科目との
整合性と連続性が重要であり、かつ、両学部教員の協
力が必須であることから、両学部から兼任教員をセン
ター内に配置し業務に当たる。
　医療人育成センター「教授会」で審議される事項は、
両学部専門教育に密接に関連することから、センター
「教授会」には、両端部長、教務委員長、副研究科長
等も参加する。（参照：図3）
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図1　医療人育成センターと札幌医科大学教育科目との関係
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図2　札幌医科大学組織における医療人育成センターの位置付け
14
「教育センター設置」に係る報告書
〈学長〉教育研究評議会
〈センター長〉教授会　（医・保から両学部長、教務委員長、副研究科長も参加）
医療人育成センター
入学者選抜企画研究部　（専任教員2）
●入学者選抜（通称：入試センター）
教養教育研究部　　（専任教員27：現・両学部一般教育教員）
　●教養教育
　●基礎科学教育
　●高校教育と大学教育の接続の研究
　教育開発研究部　　　　　　　　　　　　　　　　　　大学附属病院
　醐卒後一骨一［轟撃墜叢講麟衆．。床研修セ。夕一
　●教育活動強化（専任教員3）　　　　　　　　　　　　　　　　　（専任教員2）
図3　医療人育成センターの構成と役割及び専任教員
第3【機能】
1『入学者選抜企画研究部』
　本学の理念に沿った入学者選抜方法を研究し、入学
者選抜を実施する。
　（1）入学者選抜方法の開発研究
　　　　中・長期的視点で、本学の理念に基づき、ど
　　　のような学生を選抜し、そのための選抜方法を
　　　どうするかを研究する。
　　　　高等学校教育の変化に対応した入試科目、セ
　　　ンター試験と前後期日程入試の運用方法・必要
　　　性及び面接の必要性とその実施・評価法、AO
　　　入試の必要性などを検討、研究する。
　（2）入学者選抜試験の実施
　　　　入学試験の実施は、本研究部が実施責任部と
　　　なり、本センター、医学部及び保健医療学部の
　　　教員を動員して実施する。
　　　　現在、両学部にある入試委員会及び入学者選
　　　抜委員会を廃止し、本センター内に新たに入学
　　　者選抜実施委員会を設置、同委員会で入学者選
　　　抜実施の具体案を作成し、実施する。
　　　　また、現在合格者は、各学部の臨時教授会で
　　　審議決定し、合格者発表を行っているが、これ
　　　を廃止し、学長、両学部長並びに医療人育成セ
　　　ンター長等の参加する入学者選抜委員会で合格
　　　者を決定し、発表する。各教授会では、協議報
　　　告事項として取り扱う。
　（3）広報
　　　　本学の入学者選抜の基本理念を高校並びに社
　　　会に広く浸透させていくための具体的方策を研
　　　究し、実施する。（広報、オープンキャンパス、
　　　高校訪問、出前講義など）
　　　　受験生からの相談の窓口となり対応する。
　（4）入学者選抜方法の評価
　　　　入試に関して、受験生と教員に対して調査し、
　　　合格者の追跡調査を行うことによって、入学者
　　　選抜方法を評価・研究する。
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（5）教職員（参照＝別表）
　　　専任教員2名（うち教授1名）の他に、兼
　任教員として、教養教育研究部、医学部及び保
　健医療学部から、計4名程度の兼任教員が必
　　要である。事務職員は、他大学の実態並びに今
　　後の業務遂行を考えると5～6名程度が望ま
　　しい。
2　『教養教育研究部』
　　一般教育科目は、両学部の共通科目であり、医療
　人育成の基盤となる教養、医療倫理並びに専門前教
　育を担うとともに、教養教育系領域の研究を行う。
　（1）入学前教育と大学教育の接続・リメディアル
　　教育
　　　高校教育と大学・専門前教育の連続性・整合性
　　を研究する。入試方法の多様化に伴い、入学者の
　　高校教育の背景・水準も異なって来ている現状も
　　あり、専門教育に適応するための方策を研究し、
　　実施する。
　（2）教養i教育
　　　医療人にとって、幅広い教養を身につけること
　　はきわめて重要であり、そのことが豊かな人間形
　　成の基盤となる。
　　　本研究部専任教員が、両学部の学生に対して一
　　般教育科目を教授する。現在、独立して存在する
　　両学部一般教育科目の専任教員が、本研究部に所
　　属することにより、両学部の学生が共通の講義を
　　同時に受講することが可能となり、両学部学生の
　　交流、人間形成の上でも利点と成りうる。
　　　両学部共通の一般教育科目については、それが
　　統合されることによって、今まで別組織に所属し
　　ていた教員同士の情報・意見交換が容易となり、
　　効率的・効果的な一般教育の教授が期待できる。
　　このことは学生にとってもプラスになる。
　（3）専門前教育
　　　医学・保健医療学の専門科目履修に必要な専門
　　前教育の必要性とその内容を検証し、実施する。
　（4）教職員（参照：別表）
　　　現・両学部一般教育専任教員27名（うち教授
　　9・名）が、本研究部の専任教員として所属する。
　　　現行では、医学部1学年100名の学生に対し
　　て一般教育専任教員20名、また、保健医療学部
　　1学年90名の学生に対して一般教育専任教員7
　　名が配置されている。
　　　現・両学部一般教育教員の本研究部への専任化
　　に伴い、将来的には、教養教育研究部のみならず
　　本センター他研究部における専任教員の確保に関
　　する検討も必要であろう。
教育センター設置検討委員会
　本研究部をサポートする事務職員については、
教養・基礎・臨床教育の連続性を考慮し、教育開
発研究部をサポートする事務職員と分離するので
はなく、一本化するべきである。
3　『教育開発研究部』
　　本研究部は、教育活動の強化によって教育効果・
　効率をあげ、大学機能を発展させるための教育のあ
　り方を研究し、門前と卒後の一貫した効率的な教育
　プログラムを作成することによって、高度な医療技
　術を有し、高い医療倫理を持つ人間性豊かな医療人
　を育成する。
　　本研究部の機能を大きく二つのカテゴリーに分類
　（卒前・卒後一貫教育による医療人育成並びに教育
　活動強化のための研究）し、さらに前者を二つの機
　能セクション（基礎教育と臨床教育の接続と臨床実
　習と臨床研修の接続）に分類するが、本研究部臨機
　能セクション相互並びに他研究部との協力・協調体
　制を維持することは言うまでもなく重要である。（参
　照：図4）
　（1）卒前・卒後一貫教育による医療人育成
　　ア　基礎教育と臨床教育の接続
　　　（ア）教養教育並びに専門教育における医学
　　　　　部・保健医療学部共通のカリキュラムを作
　　　　　成し、実施指導を行う。（一般教育科目、医・
　　　　　保学生による共同実習など）
　　　（イ）新入生オリエンテーション、医学・保健
　　　　　医療学の概論のあり方を検討し企画する。
　　　（ウ）医療倫理教育のあり方並びに教授方法を
　　　　　研究し実施する。
　　　（エ）　大学院・医学研究科並びに保健医療学
　　　　　研究科における共通カリキュラムを作成
　　　　　し、単位互換について検討する。
　　　（オ）講座横断的教育・試験のあり方を検討し、
　　　　　実施指導を行う。
●卒前・卒後一買教育による医療人育成
○基礎教育と臨床教育の接続（専任教員2）
　　保・医共通カリキュラム
　　教養教育、医療倫理教育の企画実施
　　大学院共通講義、医・保研究科単位互換
　　新入生オリエンテーション、医学・保健医療学概論、
　　教育関連GPの指導　　PBLチュートリアル、　CBT、　OSCE、卒試、国試　　　　　　　　　　　大学附属病院
　　舗勢灘八三器の蝋灘’セミナー室の臨ど）臨床研修セ・ター
○臨床実習と臨床研修の接続（兼務）・・■■・。鱒・・■■・・・…　。・（専任教員2＞
　　卒前臨床実習と卒後臨床研修の一貫教育
　　臨床系大学院
　　生涯学習、医療人復帰支援プログラム（医師、癒護師、理学療法士、作業療法士）
●教育活動のための研究　　（専任教員3）
OFD．　SD
　　教員、事務職員のほか、図書館、情報センター、大学附属病院職員に対して
　　学生に対して
　　教齊業績評価の研究
　　授業評価の研究
○教育関連GP
O教材開発
　　　　　　　図4　教育開発研究部の機能
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　　　PBLチュートリアル、　CBT、　OSCE、卒
　　　業試験、国家試験　など
　（カ）教育関連機器の整備、講義室・セミナー
　　　室の整備を行う。
　（キ）ドロップアウト防止への方策を研究する。
イ　臨床実習と臨床研修の接続
　　臨床教育の場は、附属病院であるので、既存
　の臨床研修センター内に専任教員を配置し、臨
　床研修センター長及びその専任教員が兼任して
　業務を担当する。
　　また、学生へ卒後臨床研修について進路指導
　を行うなど、情報収集及び啓蒙を含めた
　業務を担う。
　（ア）卒前臨床実習と卒後臨床研修の一貫教育
　　　に伴い、効率的・効果的な臨床教育を行う。
　（イ）臨床系大学院に関し、大学院・医学研究
　　　科と連携する。
　（ウ）生涯学習、医療人復帰支援プログラム（医
　　　師、看護師、理学療法士、作業療法士）
　　　・一時休職していた医療人（医師、看護師
　　　　など）の復帰のためのプログラムを作成
　　　　し、医療職への復帰を支援する。
　　　・医療人のための生涯学習のあり方と方策
　　　　を研究する。
（2）教育活動強化のための研究
　ア　Faculty　Development、　StUff　Development
　　（ア）大学の教員、事務職員（教育をサポート
　　　　する附属総合情報センター並びに大学病院
　　　　などの各職員も含む。）に対して、より効
　　　　果的なFD・SDのあり方を研究し、企画
　　　　実施する。
　　（イ）学生に対しては、受講態度等の指導を行
　　　　うとともに、授業評価等を踏まえ、教育効
　　　　率を上げる方策を研究する。
　　（ウ）教育業績評価の方法を研究する。
イ　教育関連GPの情報収集を行い、企画・立案
　　し、実施体制を確認、GP申請のための指導を
　　行う。
　ウ　教材開発の研究により、効果的な教育を行う。
（3）教職員（参照：別表）
ア　専任教員として、「（1）ア基礎教育と臨床教
　　育の接続」に2名（うち教授1名）、「（1）イ
　　臨床実習と臨床研修の接続」については、臨床
　　教育の場が附属病院であるので、既存の臨床研
　　修センター内に専任教員を配置し、臨床研修セ
　　ンター長及びその専任教員が兼任して業務を担
　　当する。従って、臨床研修センターに専任教員
　　2名を配置し、「医療人育成センター」の兼任
「教育センター設置」に係る報告書
　として卒前・卒後一貫教育を強化することが望
　ましい、「（2）．教育活動強化のための研究」
　に3名（うち教授1名）を配置することが望
　まれる。兼任教員として、教養教育研究部、医
　学部及び保健医療学部から、「（1）ア」4名、「（1）
　イ」4名、「（2）」5－6名が参加し、より強力な
　支援体制をとる必要がある。
　　なお、附属病院に設置されている臨床研修セ
　ンターのセンター長は、兼任教員として教育開
　発研究部に参加し、臨床教育を強化する。
イ　事務職員として、「（1）イ」に関しては、病
　院課の協力が必要である。
　　また、「（2）イの教育関連GP」に関しては、
　経営企画課の協力が必須である。
　　他のセクション並びに教養教育研究部につい
ては、現在の学務課との連携が必須であるので、
各セクションに専任の事務職員を窓口・責任者
として配置するなど、常に学務課と連携して機
能することが望まれる。
4『教員と事：務局の連携体制』（参照：別表）
　（1）本センターの機能や役割を効率的、効果的に
　　発揮するためには、専任である教員が企画・立案・
　　実施の概要を含めて行うことを踏まえた事務局と
　　の連携が必要である。
　（2）これまで、学務担当事務職員が、人事異動によっ
　　て短期間で交替することなどから、知識、経験の
　　蓄積が十分ではなく教員との連携が必ずしも的確
　　に行われてこなかったとの背景を踏まえ、セン
　　ターにおいて事務部門を専掌する職員の配置にあ
別表　教員と事務局の連携体制　一専任教員・兼任教員・事務職員の配置
ロロコロロ
≡
≡
≡
≡
≡
≡
≡
≡
≡
＝
｝レ
区分 業務項目等 専任教員 兼任教員 事務職員
医療人育成センター 34 13－148　－10
●入学者選抜企画研究部
@（通称：入試センター）
1入学者選抜方法の開発研究
Q入学者選抜の実施
R広報、調査分析
（2） （4） （5－6）
・教養教育研究部 1教養教育
Q基礎科学教育
R高校教育と大学教育の接続
（27）※1
・教育開発研究部
｡　璽　国　■　■　■　置　■　属　■　■　置　■　●　■　■　■　■　国　■　●　■　■　■　■　■　■
1卒前卒後一貫教育による医
@痴人育成
@　（！）教養・基礎・臨床の接
@　　続
　（2）●　●　…　　　　●　・　・　●　・　●　●　9●　●　o　・
@（2）
　　（4）●　・　●　●　・●　o　o　■　●　o　願　●　o■　●　o　願　●
@　（4）
（3－4）
　　，匿■．■■■■■■■■置■■■．■■匿■匿■匿■
縁ｰ研修の接続　※・　　■　■　■　■　■　冨　■　■　■　■　■　■　■　■　■　■　■　■　■　■　6　■　■　■　■
■　■　■　■　■　■　■　■　■　■　■
@　一
｡■■■冨■冨■塞■■■
匿’”暫’匿’”
2教育活動強化のための開
ｭ・研究
i1）FD、　SD
i2）教育関連GP
（3） （5－6）
（※1は、現在の一般教育・教員数）
（※2は、附属病院の「臨床研修センター」が兼務して行う。 （下表のとおり。）
●臨床研修センター 臨床教育の強化
卒前臨床実習と卒後臨床
､修の接続
2 4 6
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たっては、次の事項に十分配慮した措置が必要で
ある。
ア　大学における教務：事務の特殊性に鑑み、人事
　異動、法人職員の採用、職員の教育の実施など
　様々な機会を通じて事務職員のプロパー化又は
　プロパー化に準じた措置を促進すること。
イ　当面、センターにおいて事務部門を専掌する
　職員については、専任教員との的確な連携を図
　る観点から、入試部門、基礎教育と臨床教育の
　接続並びに臨床実習と臨床研修の接続に関連す
　る部門、FD、　SD及び各種GP、教材開発部
　門への配置等に配慮すること。
ウ　上記事務職員は、日常的に専任教員とのコ
　ミュニケーションが効果的に行われるような組
　織・機構及び事務室の配置に配慮すること。
●　むすびに
1　本センターの設置の意義・目的等
　（1）本学は、本年4月に「北海道公立大学法人
　　札幌医科大学」として、新たな出発をしたところ
　　であるが、法人化後の更なる飛躍に向けて、人間
　　性豊かな医療人の育成に努めることが重要である
　　ことは言うまでもない。
　（2）「医療人育成センター」は、入学者選抜・教養・
　　基礎科学、基礎医学・臨床医学の卒前教育と臨床
　　研修等の卒後教育の一貫性を念頭において、教養・
　　倫理教育と医学部・保健医療学部の専門教育を効
　　率・効果的に遂行し、高度な医療技術と高い医療
　　倫理・教養を兼ね備えた医療人を育成するための
　　本学教育の中枢として機能し、本道地域医療に貢
　　献ずる医療人の輩出を目指すものである。
2　本委員会での共通認識
　　本検討委員会としては、全員一致の意見として、
　「教育センター（仮称）設置」の理念並びに現在両
　学部に独立して存在する一般教育科目の統合に伴う
　「教養教育研究部」の設置については、賛成が得ら
　れた。
3　事務局各課における本センターへの関わりと事務
職員のプロパー化
　　事務職員の配置及び業務に関し、次のとおり事務
　局関係課との連携が必要であり、また一部業務につ
　いては、プロパー化が急務である。
　（1）総務課
　　　　本センター設置及び事務職員の配置等に係る
　　　事務処理が円滑に進められるよう要望する。
　（2）経営企画課
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　　　教育関連GPなど業務について協力が必要で
　　ある。
（3）学務課
　　　学務課及び学務課入試室の事務は、特に本田
　　ンターと密接な連携が必要であることから、協
　　力は必須である。
　　　また、当該業務は、「医学・保健医療学教育」
　　に特化した職務であり、一般事務職とは明らか
　　に異なり、業務の専門性と継続性は極めて重要
　　であるので、本委員会委員全員の意見として「プ
　　ロパー化」を強く要望する。
（4）病院課
　　　卒前町後一貫教育における臨床実習と卒後臨
　　床研修に係る業務について、協力が必要である。
4付帯意見
　（1）センターの名称について
　　　　本学の理念と合致した名称であるとの意見
　　　で、本報告書では、センターの名称を「医療人
　　　育成センター」としているが、もっと広い意味
　　　合いを持たせた名称を考えるべきであるという
　　　意見もあった。その他にあげられた名称として、
　　　「総合人間教育センター」、「高等教育研究セン
　　　ター」、「高等教育センター」、「医療教育セン
　　　ター」、「生涯教育研究センター」等がある。
　（2）教養教育研究部について
　　ア　現・一般教育専任教員の集約意見としては、
　　　「統合・専任化については、大半は来年春の移
　　　行予定は拙速と考え再考を求めている。移るに
　　　してもせめて合流の仕方についての基本事項を
　　　あらかじめ確認し、納得してからにしたい」と
　　　の声が関係委員を通じて寄せられている。
　　イ　一方では、学部・講座横断的な教育の多様化
　　　に対する方策、入試対応、共通教育の一層の充
　　　実並びにFDやGPなど教育活動強化は、一重
　　　要課題として取り組まなければならないので、
　　　できるだけ早い時期に本センターをスタートす
　　　るべきであるという多くの委員の意見があっ
　　　た。
5　本センターの専任教員による研究について
　　大学教員にとって研究は、教育とともに重要な責
　務である。
　　教員自身の研究に対する考え方並びに研究に基づ
　いた論理的思考と展開方法を学生に教授することは
　極めて重要であり、大学教員にとって必須の事項で
　あることは言うまでもない。
　　従って、本センターの専任教員も、授業指導（担
「教育センター設置」に係る報告書
当）教員として、大学院・医学研究科又は保健医療
学研究科の修士・博士課程を担当し、研究を遂行す
ることが望まれる。
員に対する説明と了解を得て、本センター設置にお
ける人事制度、教授会運営、一般教育統合後の教養
教育研究部における教室形態など具体的な事案につ
いて、早期の検討が必要である。
6今後の対応
　　次のステップとして、一般教育教員をはじめ教職
参考資料　医科大学の一般教育・専任教員数と各学部・学科1学年学生数
和歌山県立医大（教員13） 福島県立医科大学（教員20）
医学部　　60 医学科　　90
看護学部　80 看護学科　80
京都府立医科大学（教員17） 旭川医科大学（教員18）
医学科　100 医学科　100
看護学科　75 看護学科　60
浜松医科大学（教員14） 滋賀医科大学（教員14）
医学科　　95 医学科　　85
看護学科　60 看護学科　60
札幌医科大学 奈良県立医科大学（教員17）
医学部　　　　100（教員20） 医学科　　　100
保健医療学部　　90（教員7） 看護学科　　　50
理学療法学科　20
作業療法学科　20
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